
香川県地震・津波被害想定調査の概要

（被害想定手法抜粋）
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１．想定する季節・時間帯

被害想定算出の季節・時間帯

3
1



２．建物被害（その１）

揺れによる建物被害（フロー図及び予測手法）

全壊・半壊棟数は、計測震度及び構造別・
建築年次別の建物棟数と被害率曲線から
算出。半壊棟数は、全半壊棟数から全壊棟
数を除いた値を半壊棟数として算出。

液状化による建物被害（フロー図及び予測手法）

建物棟数に液状化沈下量と構造別・建物
年次別の建物被害率を乗じて全壊・半壊棟
数を算出。 建物被害率は、建物の構造で
異なるため、木造建物は年代別に、非木造
建物は、杭の有無別に算出。
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２．建物被害（その２）

津波による建物被害（フロー図及び予測手法）

人口集中地区とそれ以外の地区で津波浸
水深による建物被害（全壊・半壊棟数）を算
出。

地震火災による建物被害（フロー図及び予測手法）

建物被害予測結果と震度階から、地域別出火件
数を算出。これより、震度別初期消火率、地域別
炎上出火件数と地域防災力による消火可能件数
から、消火できなかった残火災件数をもとめ、これ
を出火点として風向・風速等の気象データを考慮
して延焼シミュレーションを行い、延焼面積を推定
して、全体の焼失棟数を算出。
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３．人的被害（その１）

建物倒壊による人的被害（フロー図及び予測手法）

死者数は建物の全壊棟数から、負傷者数
は全半壊棟数から算出。

津波による人的被害（フロー図及び予測手法）

①避難行動（避難の有無、避難開始時期）、②津
波到達時間までの避難完了可否、③津波に巻き
込まれた場合の死者発生度合の３つに分けて設
定。 なお、揺れによる建物倒壊に伴う自力脱出困
難者は、津波からの避難ができないものとした。
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３．人的被害（その２）

火災による人的被害（フロー図及び予測手法）

死者発生要因は、「炎上出火屋内からの
逃げ遅れ」、「倒壊後に焼失した家屋内の救
出困難者」、「延焼拡大時の逃げまどい」に
分類。

揺れによる建物被害に伴う要救助者（フロー図及び予測手法）

阪神・淡路大震災時における建物全壊率と救助
が必要となる自力脱出困難者の数との関係を用
いた静岡県（H12）や東京都（H9）の手法を参考に
して、自力脱出困難者数を算定

3
5



４．ライフライン被害（その１）

上水道（フロー図及び予測手法）

管種・管径毎に配水管路延長と標準被害
率から被害箇所数を算出し、管路の被害率
から断水率を算出。さらに、津波浸水から拠
点施設の機能判定を行い、重複分を除去し、
夜間人口を用いて断水人口を算出。

上水道の復旧予測（フロー図及び予測手法）

上水道のメッシュ毎の発災直後の被害状況と、
震度別の供給率曲線から、断水人口の復旧数を
求めた上で、断水人口、断水率、復旧率を経過日
数別に算出
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４．ライフライン被害（その２）

下水道（フロー図及び予測手法）

管種毎に排水管路延長と平均被害率（震度階
別、液状化危険度別、管種別）から排水管路の被
害延長を算出し、その被害率分布と下水道処理
人口より下水道機能支障人口を算出。さらに、各
処理施設の位置から津波による浸水の有無を判
定し、管路被害との重複分を除外し、機能支障人
口を算出

下水道の復旧予測（フロー図及び予測手法）

下水道のメッシュ毎の発災直後の被害状況と、
管路の仮復旧の作業効率等から、下水道の機能
障害人口の復旧数を求めた上で、機能支障人口
（率）、復旧率を経過日数別に算出
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５．その他の被害

項目 予測手法

交通施設
被害

道路
道路施設被害は揺れによる道路被害（津波浸水域外）と、津
波による道路被害（津波浸水域内）に分けて算出。

生活への
影響

避難者
津波の影響を考慮して、建物被害、断水人口から、発災当日、
１週間後、1ヶ月後の避難者数を算出。

災害廃棄
物

災害廃棄
物等

「災害廃棄物」及び「津波堆積物」を算出して、災害廃棄物等
を推定。

その他の
被害

エレベー
ター内
閉じ込め

エレベーター停止に関連する３つの被害事象（①地震時管制
運転中の安全装置優先作動に伴うエレベーター停止、②揺れ
による故障等に伴うエレベーター停止、③地域の停電に伴うエ
レベーター停止）を取扱い。

直接経済
被害額

直接経済
被害額合計

建物被害（被害予測結果における被害数量に基づき算出）、
ライフライン被害（被害予測結果における被害数量に、被害の
復旧に必要な費用を乗じて算出）、交通施設等の被害（被害予
測結果における被害数量に基づき算出）による直接経済被害
額について算出。
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